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0. はじめに（背景、目的） 

(1) 背景 

⚫ 2030年に向けたエネルギー政策については、第 6次エネルギー基本計画において、

「あらゆる取組を総動員することで、国民負担の抑制と地域との共生を図りながら、

再生可能エネルギーの最大限の導入を進めていく」1に当たり、「発電コストが国際

水準と比較して依然高い状況にある中で、コスト低減を図り、国民負担を最大限抑

制することも必要である」2とされています。 

⚫ コスト低減の実現にあたっては関係者間で採算性の見方を合わせて議論する必要

があると考えます。 

⚫ 一方で、再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（以下「大

量導入小委」）では、3月に幣協会を含め事業者や団体へのヒアリングが行われ、価

格目標について複数の見解が示されましたが3、条件がそろっているかどうかは明

らかではありません。 

⚫ 幣協会のコスト削減委員会4（以下「本委員会」）では、2020年 5月から、事業用太

陽光発電のコスト低減について検討してきましたが、価格目標や基準価格の条件

（費目・算定モデル・諸元）が発電事業者の採算性の見方と合っていないことがわ

かりました。 

(2) 目的 

そこで、発電事業者の採算性の見方、発電事業者観点からの発電コスト・基準価格の試

算結果に照らした 2025年価格目標・基準価格の方針、コスト低減に向けた方策につい

て提言します。 

(3) その他（注意書き・表記方法・謝辞） 

⚫ 発電コスト検証ワーキンググループ（以下「コスト検証 WG」）の目的は「各電源の

コスト面での特徴を明らかにし、どの電源に政策の力点を置くかなど、2030年に向

けたエネルギー政策の議論の参考にする」5ことであり、「再生可能エネルギー源の

効率的な利用を促進するため誘導すべき再生可能エネルギー電気の価格の水準に

関する目標」（価格目標、再エネ特措法第 3条第 12項）を定めることとは異なりま

す。よって同 WG と本レポートの試算結果は単純に比較できません6（補足-表 17）。 

⚫ 本文において、kWや MWの表記は DCベースとし、ACベースの場合は kW_AC、MW_AC

と表記します。 

⚫ 本レポート作成にあたり、ブルームバーグ NEF（以下「BNEF」）の諸氏を始め、多く

の方々にお世話になりました。ご助言・ご協力に対して感謝いたします。 

 

REASPコスト削減委員会 
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1. 要約 

本レポートにおける事業用太陽光発電所に係る提言を以下に要約する（表 1）。 

(1) 【提言 1】発電事業者としての採算性の見方 

⚫ 調達価格等算定委員会（以下「価格等算定委」）の資料からは、2025 年の価格目標

7円/kWh、調達価格 8.5円/kWh7に係る前提条件（費目、算定モデル、諸元）は必ず

しも明らかではない8。 

⚫ また、同委員会が参照している諸団体の予測は前提条件が異なる（表 2）。 

⚫ さらに、同委員会の定期報告資料の統計分類にはコスト構造が違うものが混在して

いるため、実態の傾向を正しく表現できていないと考えられる。 

⚫ 発電事業者によるコスト低減の方策は、初期費または運用費の低減、もしくは設備

利用率の改善のいずれかだが、これらについて前提条件を統一したうえでの比較が

できず、実態の傾向を把握できないため、関係者の議論が噛み合わない恐れがある。 

⚫ よって、発電事業者の採算性の見方を正しく理解したうえで、発電コスト・基準価

格に係る費目、算定モデル、諸元、統計分類に反映すべきである。 

(2) 【提言 2】発電事業者観点からの発電コストと基準価格の試算 

⚫ 2014年 9月に NEDOが「NEDO PV Challenges」にて 2011年コスト等検証委員会の算

定モデルにより 2030年 7円/kWhの目標を設定して以降社会情勢が変化している。 

⚫ 2015年 5月のコスト検証 WGでは、2011年コスト等検証委員会の算定モデルの初期

費計上方式が見直されているが、2014年 9月の NEDO目標値が 2016 年 12月に 2030

年価格目標として採用される際には、この見直し内容は考慮されていない。 

⚫ また本委員会で 10MW のモデルプラントについて検討し、理想的な条件を仮定して

発電事業者の観点で試算したところ、発電コスト・基準価格について、それぞれ 2025

年の目標値を上回る結果となった。 

⚫ よって価格目標は検証のうえ少なくとも達成時期を見直すべきである9。 

⚫ また、2022年度の基準価格については足元の物価上昇の考慮が必要と考える。 

(3) 【提言 3】コスト低減の方策 

⚫ 先ず現状分析を行い、日本の高コスト要因については、土地や系統、第二種電気主

任技術者の選任等の規制や出力抑制が挙げられていること、また大規模案件につい

ては、近年減少しておりこの傾向が継続する可能性があることがわかった。 

⚫ このうち土地や系統については 2021年 3月 12日に大量導入小委にて要望済みであ

り、出力抑制については 2021年 10月 1日に当協会のホームページで意見を表明済

みのため、本レポートでは大規模案件の推進と主任技術者の選任規制の見直し、お

よび関連してスマート保安に係る規制の見直しに焦点を当てるとともに、本委員会

における新技術・工法の検討状況を紹介する。 

⚫ 本委員会としても、コスト低減に向けて検討を継続していく。 
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表 1 説明内容まとめ 

 

 

表 2 複数組織の予測における前提条件の比較10 
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2. 発電事業者としての採算性の見方 

価格等算定委の資料では BNEF と資源総合システム（以下「RTS」）の予測が参照されて

いるが表 2に示すとおり両者の前提条件（費目・算定モデル・諸元）は異なる。 

以下、発電事業者の採算性の見方として前提条件を説明する。 

(1) 費目 

発電コストの算定に当たっては、以下のとおり発電量に影響する費目や、発電量によっ

て影響を受ける費目を含めるべきである。 

① 発電側課金 

⚫ 発電側課金については導入の要否を含めて検討されているところ11。 

⚫ 発電側課金が導入される場合には、性格としては託送費に近いが、発電事業者

が FIT/FIP の売電収入の中で負担するコストなので費目として追加すべきで

ある。 

② パネル出力劣化率 

⚫ 太陽光発電では経年劣化は必ず生じるため、費目として追加すべきである12。 

⚫ 単結晶モジュールのメーカー別の出力保証を文末に示す（補足-図 12）13。 

③ 蓄電池 

⚫ 北海道エリアでは蓄電池が必要14なため、費目として追加すべきである15。 

④ 出力抑制率 

⚫ 出力抑制の有無や発生割合16は設備利用率の低下を通じて売電量に影響する

ため、費目として追加すべきである。 

(2) 算定モデル 

複数組織で利用している算定モデルとその特徴を表 3に示す。 

表 3 複数組織の予測における算定モデルの比較17 

 

以下の理由により、複数の予測を比較して価格目標や基準価格を検討する際は IEAのモ

デル（エンタープライズ DCF 法）をベースとすべきである。IEAと当協会のモデルを文
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末に示す（補足-数式 1-2）。 

⚫ エンタープライズ DCF法は発電事業者が採用するモデルの一つである。 

⚫ NEDOの初期費計上方式は発電事業者の採算性の見方と合わない18。 

⚫ 2015年 5月のコスト検証 WGでは、2011 年コスト等検証委員会の算定モデルの初期

費計上方式が見直されているが19、2014年 9月の NEDO目標値が 2016年 12月に 2030

年価格目標として採用される際20には、この見直し内容は考慮されていない。 

⚫ BNEFのモデル（エクイティ DCF法）は、資本構成の違いを考慮するため個別プロジ

ェクトの評価に使用するのには適しているが、価格目標や基準価格は事業者共通の

ため好ましくない。 

(3) 諸元 

⚫ 複数の予測値を比較する際は、比較対象を絞り、それ以外の諸元は可能な限りモデ

ルプラントの実態に合ったものに統一すべきである。 

⚫ コスト低減の方策は初期費もしくは運用費の低減、または設備利用率の改善となる

ため、比較対象は初期費・運用費・設備利用率に絞るべきである。 

⚫ よって固定資産税や廃棄費等、それ以外の項目（表 2の赤枠部分）は比較時にノイ

ズにならないようモデルプラントの実態に合わせて統一すべきである。 

(4) 表示ベース 

⚫ コストと発電量に比例するのは AC（PCS）ではなく DC（パネル）であり、発電事業

者は DC値を事業採算に用いることが一般的である。 

⚫ DC値に応じてパネル枚数・土地面積・造成面積・架台数量・PCSが決まるため、諸

元は DCベースで表示することが望ましい21。 

⚫ 少なくとも複数の算定結果の比較は、ACベースの値を過積載率で割って DCベース

に変換できるよう、過積載率を記載すべきである。 

(5) コスト構造の違い 

以下のようにコスト構造が違うものは統計分類を分けるべきである。 

① 屋根設置型/地上設置型 

⚫ 屋根設置型は地上設置型と比べ、「柵塀設置費用が不要」、「土地購入・改良、

くい打ち、大掛かりな架台費用が不要」という違いがある22。 

⚫ また、屋根設置型は防水問題や耐荷重、需要家のマインド23、地上設置型は地

域と共生する形での適地の確保等24それぞれ課題が異なるため、政策も異なり、

導入目標も別になっている25。 

⚫ なおアメリカでは、システム費について 100kW、200kW、500kWでは屋根設置型

の方が安いが、1MWと 2MWでは地上設置型の方が安く、地上設置型の方が規模

の経済効果が大きい傾向が見られる26。 

② 2MW以上 10MW未満/10MW以上 

⚫ 2MW 以上は特高受電設備の他、第二種電気主任技術者の選任が必要となる。 
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⚫ 同技術者の人件費は高騰しており、10MW を超えないと規模の経済効果が費用

増を吸収しないと考えられる27。 

③ 蓄電池有/無 

⚫ アメリカでは、100MW の一軸追尾式発電所のシステム費は$1010/kW、これに

60MW、持続時間 4時間の蓄電池を付設する場合、追加コストは$720/kW（DC側）

であり 70%増しとなっている。 

⚫ また日本の 2025年発電コストについて、固定軸発電所は$101.8/MWh、蓄電池

を付設した固定軸発電所は$227.5/MWhという予測もある28。蓄電池を付設する

とシステム費への影響が大きいことがわかる。 

(6) 第 2章のまとめ 

⚫ 価格等算定委の資料では例えば高圧以上のシステム費について1MW以上が最高（222

千円/kW）、250-500kW が最安（204 千円/kW）となっている29が（図 1）、1MW 以上の

中にコスト構造が違うものが混在していることが原因と思われる。 

 

図 1 システム費用平均値の推移 

 

⚫ 価格等算定委資料におけるシステム費や運転維持費の定期報告の統計は、価格目標

や基準価格算定の基礎となると考えられるが、実態の傾向を把握できないため、価

格目標や基準価格、および政策が不適切なものになる可能性がある。 

⚫ また、同委員会が参照している諸団体の予測は前提条件が異なる（表 2）。 

⚫ 発電事業者によるコスト低減の方策は、初期費もしくは運用費の低減、または設備



 

 

 7  

利用率の改善のいずれかだが、これらについて前提条件を統一したうえでの比較が

できず、実態の傾向を把握できないため、関係者の議論が噛み合わない恐れがある。 

⚫ よって、発電事業者の採算性の見方を正しく理解したうえで、発電コスト・基準価

格に係る費目、算定モデル、諸元、統計分類に反映すべきである。 

⚫ NEDO、BNEF、および RTSの予測の比較結果について、前提条件を統一しない場合と、

本委員会の前提条件に統一した場合を文末に示す（補足-表 18,図 13-14）。 

 

3. 発電コスト・基準価格の試算 

(1) コスト増の要因 

価格目標設定後の社会情勢の変化によりコスト増となっている。（図 2） 

⚫ 原材料価格全般は上昇傾向30にある（図 3）。 

⚫ 労務単価は上昇傾向にある（図 4）。 

⚫ また、架台の卸価格は鉄やアルミニウム、輸送費の価格上昇の影響を受け 2020 年

末から 50%上昇しているという31。 

⚫ その他、日米金利差の拡大による円安32、コンテナ不足による輸送費の上昇33が生じ

ている。 

 

図 2 価格目標設定後の社会情勢の変化34 
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図 3 主要な品目の価格動向（Price movements of key commodities） 

 

 

図 4 公共工事設計労務単価 全国全職種平均値の推移 

   

  

Source: BloombergNEF, London Metals Exchange, PV Infolink, 

Antaike (China Non-ferrous Metals Association), Shanghai 
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(2) 試算結果 

試算結果を表 4に、EPCと O&Mの内訳を文末に示す（補足-図 15-17）。 

 

表 4 発電コスト・基準価格の試算結果35 

 

⚫ 表 4において、「REASP_2021」は 2021年 6月時点、「REASP_2024」は、建設期間を 1

年と仮定して、2025年運転開始分をそれぞれ表す。 

⚫ なお本委員会の試算値については以下の点に注意が必要である。 

➢ 基準価格の試算値は、運転開始後 20年間（交付期間）とその後の 10年間で買

取価格と割引率が同じと仮定しているが、実際はその間の市場価格と事業リ

スクをどのように想定するかにより異なった結果となる。 

➢ モデルプラントの試算値であり、特高案件を代表するものではない。 

➢ 理想的な条件を仮定しており、実際の案件では上振れする可能性が高い36。 

(3) 発電コストの試算値と価格目標の水準 

⚫ 第 63回価格等算定委（2020年 11月 27日開催）資料 1p.33の ACベースの資料（表

5）に前述の試算結果を位置付けると、過積載率を 130%として、システム費は上位

15-20%に相当する。 

⚫ REASP_2021 のシステム費 116.4 千円/kW は、上位 20%。（システム費 150.7 千円

/kW_AC ÷ 130% = 115.9千円/kW。） 

⚫ REASP_2024 のシステム費 109.4 千円/kW は、上位 15%。（システム費 142.1 千円
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/kW_AC ÷ 130% = 109.3千円/kW。） 

⚫ なお、割引率 3%で 2025 年の価格目標 7 円/kWh は、例えば初期費 87 千円、運用費

2.3千円、設備利用率 13.23%であれば 6.84円/kWhとなり達成できる。 

⚫ ただし、上位 5%のシステム費 122.8千円/kW_AC（95千円/kW）ですらこの例を上回

るため、例よりも運用費が下がるか、または設備利用率が上がらなければ、価格目

標は達成できず、非常に厳しい目標といえる。 

⚫ また、本委員会での検討用目標値は初期費 107.3千円、運用費 2.66千円37、設備利

用率 13.93%であり、割引率 3%では 7.81円/kWhとなり価格目標は達成できない38う

え、大半の委員からは「検討用目標値は非常に厳しい数字」という評価であった。 

 

表 5 50kW以上のトップランナー分析39 
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(4) 試算時の仮定 

REASP_2021の試算時には以下①②、REASP_2024の試算時には①-④を仮定した。 

① 適地の確保 

以下の理由により、接続可能な系統に近く平坦な土地が確保できることを仮定し、

系統連系費は最低限の費用、伐採・造成費は伐採に最低限必要な費用として、検討

の範囲外とした。 

⚫ 土地造成費と系統連系費は場所によって大きく異なる。 

⚫ 事業者の努力よりも政策に負うところが大きい。 

② コスト低減の方策は段階的に実現する。 

⚫ BNEF の予測によれば今後数年間は大規模案件の減少傾向が続くということだ

が（図 5）、この傾向は 2025年まで続き、2026年以降に導入が回復すると仮定

する。 

⚫ 主任技術者選任・スマート保安に係る規制緩和は、電気保安制度 WGにて詳細

検討のうえ 2022年度に措置予定。 

⚫ 新技術・工法等のうち実用化済みだが導入拡大によりコスト低減の可能性が

あるもの、新規設備投資が必要なものは、大規模案件の導入回復に合わせて

2026年以降と想定。 

⚫ また両面パネルについては、BNEFによればガラスの需給ひっ迫は 2021年以降

に解消するため（図 6）、導入は拡大すると思われる。 

 

図 5 太陽光発電の導入予測（中位シナリオ） 
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図 6 PVガラスの実効製造能力と導入予測に基づく必要能力（2020-2022） 

  

③ 2021-2024年は物価上昇が進行しない。 

⚫ 試算では理想的な条件として 2021-2024年の物価は安定すると仮定する40（表

6）。 

⚫ 実際は人手不足やグリーン成長への移行等により上昇が続く可能性がある41。 

➢ （例）建設業では人手不足が続くことが予想されている42。 

➢ （例）再生可能エネルギーや EV に必要な銅とアルミニウムの 2021 年 9 月

時点の現物43（銅：$9,325/mt, アルミニウム：$2,835/mt）は 3か月先物44

（銅：$8,937/mt, アルミニウム：$2,510/mt）および表 6の 2021年見通し

を上回っている45。 

 

表 6 銅とアルミニウムの価格見通し 

 

 

④ モジュールの価格が下落に転じる。 

⚫ 2021 年は単結晶モジュールの原料であるポリシリコンの需給のひっ迫や輸送

費上昇46のためモジュール価格が高止まりするが、工場の新設が計画されてい

るため、2022年以降は供給超過となり価格が低下すると仮定する47（表 7）。 

⚫ ただし、ウイグル問題の影響48により日本でも原産地証明が求められると価格
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が上昇する可能性がある。 

 

表 7 モジュール価格の見通し 

 

(5) 検討方法 

本委員会では、以下の手順で検討を行った49。 

⚫ モデルプラントとして 10MWで地上設置型の太陽光発電所を想定 

⚫ 影響が大きい EPC、O&Mを内訳に展開し、割引率は 0%に近い値として 2025年価格目

標達成のための検討用の目標値を設定50（図 7） 

⚫ 内訳項目ごとに担当委員をアサインし、コスト目標達成のための施策を検討 

⚫ 割引率を他発電種別の価格目標と同じ値（補足-表 19、3%）に変更 

⚫ 委員が分担して概算見積もりを実施（個別発注に相当51） 

⚫ 委員会事務局にて発電コスト・基準価格を試算 

 

図 7 コスト目標達成の検討方法 

  

(6) 第 3章のまとめ 

⚫ 2025 年価格目標は理想的な条件を仮定し、個別に概算見積もりをしても達成でき

ないため、発電事業者の採算性の見方を正しく理解し検証のうえ少なくとも達成時

期を見直すべきである。 
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⚫ そのうえで基準価格は、交付期間終了後の買取価格と事業リスク、および入札時の

供給価格上限額について物価の「急速な上昇」52を考慮すべきである。 

4. コスト低減の方策 

(1) 現状分析 

① 日本の高コスト要因 

⚫ 日本の発電コストは、系統制約や土地規制により適地の確保が難しいことや、

安全規制の見直し、出力抑制等の社会情勢の変化、電気主任技術者の選任規制

により、欧米と比べ高くなっている。（表 8・表 9） 

⚫ 運用費は、欧米では第二種電気主任技術者の選任規制がないこと、規模の経済

効果がはたらいていること、O&M事業者の競争が激しいこと、アメリカでは技

術者をサイト専任とするケースの他、同一地域において複数サイトで共有す

るケースがあることから、欧米と比べ高くなっていると考えられる。（表 10） 

 

表 8 現状分析：日本と海外の発電コスト比較 

 

 

表 9 現状分析：日本の高コスト要因 

 

 

表 10 現状分析：日本と海外の運用費比較 

 

② 大規模案件の減少 

⚫ 足元では 2MW以上の大規模案件の認定量は減少している。（表 11） 

⚫ 2021 年度の落札結果を見ると 0.4MW 以上 0.5MW 未満、1.9MW 以上 2MW 未満に
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ピークが立っており、2MW以上の落札は非常に少ない。（図 8） 

⚫ 1MW 以上の太陽光発電について、2021 年度の供給価格上限額は 11円から段階

的に下がっており、この傾向が続けば 2022 年度は 10 円53、2023 年度以降は

10円未満に下がると考えられる（表 12）。 

⚫ 以上から、2MW以上の落札が少ない状況が続く可能性がある54。 

 

表 11 2020年 6月末時点の FIT認定量 

 

 

図 8 2021年度第 1回・第 2回落札結果55 
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表 12 令和 3 年度以降（2021年度以降）の調達価格等について 

 

(2) 大規模案件の推進 

⚫ 世界的には大規模化傾向にあり、規模の経済効果があることがうかがえる。（図 9） 

⚫ アメリカでは規模の経済効果がはたらいているが、日本でははたらいていない。（表

13） 

➢ アメリカでは、初期費、運用費ともに規模が大きいほど安い。 

➢ 日本では、250kW以上の初期費、運用費ともに規模が大きいほど高い。 

⚫ 国別規模別では案件が大規模な国ほど資本費も O&M費も安い。（図 10） 

⚫ コスト低減と導入拡大を両立させるためには大規模案件の推進が効率的であるた

め、統計分類を見直し傾向を把握したうえで、規模の経済効果がはたらくよう方策

を検討すべきである。 
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図 9 太陽光発電所の規模とプロジェクト数 

 

 

表 13 日米における規模別の初期費・運用費比較 

 

 

図 10 資本費・O&M費と国別案件規模の関係 

 

 

(3) 主任技術者選任・スマート保安に係る規制緩和の実現 

⚫ 保安規程はタイムベース保守と人間による現地検査を前提としており56、技術活用
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による保安合理化が進まない。 

⚫ よって、高度な保安力を有する事業者57は、スマート技術活用を前提とした新しい

保安規程を作成し、組織の力量に応じて検査の頻度・方法の裁量が与えられ、コン

ディションベース・リスクベースの保安やリモート業務の標準化により保安合理化

に向けて努力できるよう規制緩和すべきである。 

⚫ また、特高発電所の増加と高齢化により第二種電気主任技術者は現在既に不足して

おり58、人件費負担増と相まって事業継続が困難な地域も生じている59。 

⚫ 兼任や統括行為には資本関係が必要で、外部委託は高圧限定のため、特高では第二

種電気主任技術者を同一地域の複数サイトで共有するには制約がある60ことが、欧

米ほどコスト低減が進んでいない一因と考えられる。 

⚫ O&M 事業者については、大規模化や地域密着等を指向している事業者や61、スマート

保安を指向している事業者62が存在する。 

⚫ また O&M 事業者内ではノウハウの継承やマルチスキル化が比較的容易と考えられ

る63。 

⚫ よって、特高発電所においても外部委託64が認められる等、コスト低減に向けて事

業者が努力65できるよう規制緩和すべきである。（図 11）。 

 

図 11 主任技術者の選任・スマート保安に係る規制緩和案 
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(4) 新技術・工法の導入見込み 

本委員会ではコスト低減に向けて新技術・工法の検討を行った。（表 14） 

表 14 新技術・工法等のまとめ 

 

⚫ 両面モジュールの発電量は片面の 5%増し66としたが、2022年 4月に検証を開始する

方向で検討中である。 

⚫ コスト低減のためには、モメンタムの形成（表 15, 投資意欲の回復）および不確実

性の解消（表 16）により大規模案件の導入を拡大し、経験曲線効果を高める必要が

ある。 

(5) 第 4章のまとめ 

⚫ 規模に係る現状分析からは、日本では大規模案件が減少していること、世界的に

は規模の経済効果がはたらいているが日本でははたらいていないこと、資本費・

O&M 費のいずれについてもイギリス・ドイツ（10MW）では日本（1MW）の半分以下

となっていることがわかった。 

⚫ よって、日本においても規模の経済効果の障碍を取り除くとともに、10MW以上の

案件を推進することで、大量導入とコスト低減を効率的に達成できると考える。 

⚫ また、日本の高コスト要因に係る現状分析からは、日本の発電コストは、系統制

約や土地規制により適地の確保が難しいことや、安全規制の見直し、出力抑制等

の社会情勢の変化、電気主任技術者の選任規制により、欧米に比べて高くなって

いることがわかった。 

⚫ よって、規制の見直しを進めるとともに、モメンタムの形成により、大規模案件

の導入を拡大し、経験曲線効果を高める必要がある67。 

⚫ 本委員会としても、コスト低減に向けて検討を継続していく。 
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(6) （参考）規制見直し要望 

表 15 規制見直し要望68 

 

 

(7) （参考）不確実性の解消 

表 16 不確実性の解消69 

 

  



 

 

 21  

補足 

表 17 コスト検証 WG試算値と REASPコスト削減委員会試算値の違い 

 

 

図 12 単結晶モジュールの出力保証 
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数式 1 IEAの算定モデル 

 

 

数式 2 本委員会の算定モデル 
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複数の予測について算定モデル・前提条件を統一したうえでの比較 

表 18 発電コストの比較（前提条件統一前）70 
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図 13 発電コストの比較（前提条件統一後） 

 

 

図 14 算定モデル別諸元比較（NEDO_2019=100） 
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図 15 EPCコスト内訳 

 

 

図 16 運用費コスト内訳 

 

  



 

 

 26  

図 17 O&Mコスト内訳 

 

 

表 19 陸上風力の発電コスト試算結果71 

 設備利用率 上限 下限 

資本費 - 25.3万円/kW 23.9万円/kW 

運転維持費 - 0.46万円/kW/年 0.41万円/kW/年 

運転年数 - 25年 25年 

割引率 - 3% 3% 

設備利用率_基準 20% 11.9円 11.1円 

受風面積 50%拡大 22% 10.8円 10.1円 

タワー高 25%増加 24% 9.9円 9.2円 

風車効率 5%向上 25% 9.5円 8.9円 

CMS採用 28% 8.5円 7.9円 

 

 

以上 
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文末脚注 

 
1 [閣議決定 2021]p.52 
2 [閣議決定 2021]p.25 
3 [エネ庁 2021-b]p.10 
4 REASP会員 83社（2021年 10月 8日現在）のうち発電事業者、モジュールメーカー、EPC

事業者、O&M事業者の計 16社が本委員会の委員として本レポートの検討に参加（同 10月

21日現在）。 
5 [コスト検証 WG2021]p.3 
6 [コスト検証 WG2021]p.27 によればコスト検証 WG試算値は、接続費用（系統連系費）、法

人事業税を考慮していない。 
7 [価格等算定委 2019]p.8によれば「発電コストは資金調達コストを念頭に置いた割引率

（３％）を付加したもの。2018年度時点の調達価格が想定する適正な利潤（IRR=５％）と

は異なる。発電コスト（割引率３％）7円/kWhを調達価格（割引率５％）に換算すると

8.5円/kWhに相当する。」本レポートでは FIPの対象となる規模の事業用太陽光発電所を

モデルプラントとするため、「調達価格」の代わりに「基準価格」という文言を使用す

る。 
8 例えば、[価格等算定委 2016]p.9では価格目標について[太陽光発電競争力強化研究会

2016]経由で[NEDO2014]を参照しているが、[NEDO2014]p.58 図 6-4ではシステム価格以外

の費目について kW当たり単価が記載されていない。また調達価格の算定モデルは明らか

ではない。 
9 [REASP2021-a]pp.7-17、とりわけ p.12において、当協会では 2030年の発電コストイメ

ージを 7円/kWhとしている。 
10 [NEDO2014]p.25,p.58,[RTS2020]p.17,[BNEF2021-d]から作成。本委員会による今回の試

算では、制度が固まっていないもの（発電側課金）、2024年までのデータ予測が困難なも

の（出力抑制率）、定期報告の統計データが公開されていないもの（蓄電池）は将来の課

題として除外し、パネル出力劣化率のみを追加した。また、[エネ庁 2019]p.3 により、法

人事業税の収入割は 2020年度から 1.05%に見直されている 
11[電力・ガス取引監視等委員会 2021],[エネ庁 2021-c] 
12 出力劣化率は概ね 0.5-0.8%/年となっている。 

出典 出力劣化率 

[Jordan and Kurtz 2012] p.6 Figure2(a) 中央値 0.5%/年、平均値 0.8%/年 

[IEA and NEA 2020] p.38 0.5%/年 

[Masson and Kaizuka 2020] p.77 0.5-0.7%/年 

[ESMAP2020] p.20 1 年目:0.8%, 2年目以降:0.5%/年 

[Feldman et al. 2021] p.13 0.7%/年 

 
13 図 12では、P型単結晶モジュールについて 25年後のメーカー保証は概ね 85%（0.65%/

年に相当）以下となっており、一年目に 2-3%劣化し、二年目以降は 0.5/年-0.7%/年の割

合で劣化している。 
14 [北海道電力 2021] pp.8-9 
15 [内閣府 2021]p.52No.36では「北海道エリアにおけるサイト側蓄電池を求める技術的要

件については、最大限早期に廃止することを検討する。」とされている。 
16 [エネ庁 2021-e] p.5 によれば、九州エリアの 2021年度出力抑制率は 4.6%の見込み。ま

た[安田 2019]pp.137-138によれば、出力抑制率は「多くの国では概ね 5%以下の値で推移

している」。 
17 エンタープライズ DCF法とエクイティ DCF法について[児井 2020]para.6では、「…両手
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法で共通して課題となるのが、レバレッジ水準の推定である。…FIT制度に服する再エネ

設備については、…FIT期間…満了後の事業環境断絶も想定され、現時点では…一定水準

での借り換えは必ずしも容易では無いことから、事業期間に亘ってレバレッジ水準は大き

く変動せざるを得ない。適用するレバレッジ水準については、業界平均値等を採用する、

一定の仮定の下で事業期間中の平均値を試算する等の対応が考えられる…。」とする。ま

たエクイティ DCF法による発電コストの算定方法について、[Darling et al. 2011] 

Levelized cost of energy Section, para.2参照（ A. Velosa and M. Aboudi, in 

SolarServer, 2010, ch. 03-11-2010.から数式を引用）。 
18 [金森 2012]p.38では「減価償却費という費用項目を現在価値に割り引くことの理論的

根拠が見当たらない」としている。 
19 [NEDO2014] p.24式 2-1、[コスト等検証委 2011]pp.6-7によれば、NEDOとコスト等検証

委員会のモデルは資本費の算定方法が共通であり、建設費を初年度に一括して計上するの

ではなく、減価償却費を耐用期間に展開後に割り引いた後に合計している。また[コスト

検証 WG2015]p.9によれば、この方法では初期投資費用を過小評価するという問題点が指

摘され、建設費（初期投資）は「プラント建設時の費用として評価」するよう修正されて

いる。 
20 [エネ庁 2018-a]p.47、[NEDO2014]p.57 
21 DCベースで記載しているものとして、[Masson and Kaizuka2020] p.10, [Feldman et 

al]p.ⅳ, [IRENA2021]p.12, [Solar Power Europe]p.4。[IRENA2021]p.12では太陽光発電

のみ DC 表記とし、他の発電種別は AC表記としている。 
22 [日本 PVプランナー協会 2021]p.6 
23 [エネ庁 2021-a]p.28 
24 [エネ庁 2021-a]p.15 
25 [エネ庁 2021-a]p.33 
26 [Feldman et al. 2021] pp.34-35 
27 [木村 2019] p.12 
28 [BNEF2021-d] 
29 [エネ庁 2020]pp.56-57では、2MW以上のシステム費は 1MW以上 2MW未満より高い。 
30 [日刊工業新聞 2021]、[日経 2021-q]。[日経 2021-a,b,c,e,g,i,k,l,m,n]、[鉄鋼 2021-

a,b,c]、[日銀 2021-b] 、[World Bank Group 2021]p.46によれば、銀のように上昇傾向

が一段落したものや銅のように高止まりしているものもあるが、2020年に比べると、アル

ミニウム、鋼材、亜鉛、すず、ニッケルを含め軒並み上昇している。 
31 [平沢 2021-a]「架台の卸価格の相場は、kWあたり 1万 2000～1万 5000円で、20年末と

比べて 50％ほど上昇している。」本委員会における架台の概算見積もりは 16千円であり、

円安のリスク分も含めた原材料価格の上昇を織り込んでいる（図 15）。 
32 [日経 2021-o] 
33 [日経 2021-h] 
34  

表 列タイトル 分類 参考文献 

左 発電コスト検

討経緯 

2014 [NEDO2014] p.57 

2016 [太陽光発電競争力強化研究会 2016]、[価格

等算定委 2016]p.9 

2019 [価格等算定委 2019]p.11 

2020 [NEDO2020]p.17式 2-1は[NEDO2014]p.24 式

2-1を踏襲 

自然災害 2015-2019 [国交省 2020] 

2020 [経産省 2020]、[JPEA2020]、[平沢 2020] 
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2021 [金子 2021-b] 

右 規制見直し、

価格上昇 

出力制御 [JPEA2015]では 2MW以上で 5千円/kWの追加

費用を試算 

安全規制の見直し [金子 2018] 

環境アセスメント

等の見直し 

[経産省 2019] 

保険料の高騰 [金子 2020]、[日経 2020]、[SONPO2021] 

原材料価格・労務

単価の上昇 

図 3、図 4、[平沢 2021-b]  

 
35 [エネ庁 2018-a] p.49では、加重平均資本コストが 2012年度の 4.19%から 2018年度上

期に 1.96-3.11%まで低減しており、事業リスクが増大する可能性を踏まえて、「「適正な利

潤」の水準として資金調達コストの低減の一部を反映させ、2019年度の事業用太陽光発電

の IRRは 4%とすること」が事務局から提案され、了承された。 
36 例えば開発費用に許認可費用や、30MW以上の案件に必要な環境アセスメントの費用は含

んでおらず、伐採・造成費用には造成費や表面排水/調整池改修または新設費用は含んで

いない。また、発電事業者の戦略によりコスト構造が異なる。[パシフィコ・エナジー

2021]p.2では「パシフィコは太陽光発電所容量平均が 86,000kWと大型に特化しているた

め、新たな土地を取得して造成が必要となり、土地造成費は全国平均よりも突出して高い

ものの、規模が大きいことによりその他の費用を大きく抑えることが出来ております。」

としている。 
37 2.66千円=O&M1,500 円 + 地代 800円 + 保険費 210円 + 所内電気料金 150円。 
38 2MWもモデルプラントとして設定し、10MWと比べて特高連系設備が不要となるが、規模

が小さく材料費と工事費が割高となるため、EPCでは 85千円/kW（10MWに比べて 5千円

/kW減）を目標とした。また系統連系費は 5千円/kWと置き（10MWに比べて 5千円/kW

減）、初期費全体では 95千円（10MWに比べて 10千円/kW減）を目標とした。10MWの概算

見積もりを取得して試算した結果、2MWの初期費が 10MWに比べて 10千円/kW減になると

しても、REASP_2024ベースでは初期費は 116.7千円（=126.7千円-10千円）となり価格目

標は達成できないことがわかったため、2MWの概算見積もりは取得していない。 
39 本来は 10MW以上でのトップランナー分析資料で比較すべきだが、[エネ庁 2020]では

50kW以上の資料しか見当たらなかったため代用した。 
40 [BNEF2021-g]Figure13では、「Inverter and balance of plant」は 2021年の$0.18/W

に対して 2024年は$0.16/W であり、ほぼ同じ水準といえる。 
41 [日経 2021-d]  
42 [梅澤 2021]pp.1-4。また[日本 PVプランナー協会 2021]p.11では、「2030 年に向けて、

太陽光発電の導入を進める上で、販売店・施工店の撤退等により市場の縮小・技術者不足

に陥ることを懸念。例えば当協会では、約 4年前から毎年 10%程度の会員が退会してい

る。」とする。 
43 [World Bank Group 2021] p.46 
44 [BNEF2021-i] p.17 
45 逆ざやについて[日経 2021-j]参照。 
46 [BNEF2021-g] p.11 によれば、上海-ロッテルダム間の 40フィートのコンテナ運賃は

2020年 10月以前の$2,000 から 2021年に上昇し$14,000になっており、モジュール価格で

は￠1/Wの上昇に相当する。 
47 [BNEF2021-c] 
48 [日経 2021-b]。なお[BNEF2021-h] p.1では、「アメリカのホシャインシリコンインダス

トリーのシリコン製品禁輸措置はアメリカへの太陽光[パネル]の輸入に多少の混乱をもた

らしているが、今のところ軽微である」とする。（[]内は本委員会にて付記） 
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49 [電中研 2017] pp.ⅱ-ⅲによれば、「主要な将来コストの推計手法として、(a)過去の生

産量とコストの関係に基づく学習曲線、(b)各要素のコスト削減ポテンシャルを積算する

ボトムアップ法、(c)専門家への聞き取り調査、が挙げられる。」本レポートの手法はこの

うち(c)専門家への聞き取り調査に相当する。 
50 割引率について、[中島 2018]pp.129-131では水力発電と他電源のコスト比較に関し

て、「割引率をゼロとする立場に立てば、金利を考えない 100年間の平均コスト比較に合

理性がある」とする。また[Manzhos 2013]2.The Model section, para.5, para.7では、

異なる事業者や技術の間で発電コストを評価・比較する際は、「運転期間と同じ償還期間

のゼロクーポン債の利率を発電量の割引率として使用すべきである」とする。 
51 [木村 2019]p.11によれば、資本費は一括発注方式で高く、個別発注方式では低くなる

傾向がある。 
52 [日銀 2021-a] p.48 では「…わが国の国内企業物価指数をみると、このところ急速な上

昇を示しており、本年４～６月は、前期比でみると、2000 年代の「スーパーサイクル」

末期である 2008 年７～９月以来の高い伸び率となっている…」とする。また[日経 2021-

f,p]。なお再エネ特措法第 3条ただし書きには「…ただし、経済産業大臣は、我が国にお

ける再生可能エネルギー電気の供給の量の状況、再生可能エネルギー発電設備の設置に要

する費用、物価その他の経済事情の変動等を勘案し、必要があると認めるときは、半期ご

とに、当該半期の開始前に、調達価格及び調達期間（以下「調達価格等」という。）を定

めることができる。」と定められている。（下線は本委員会にて付記。） 
53 [価格等算定委 2021]p.42 参考 28。「2022 年度以降の事業用太陽光発電の入札について

は、2021 年度の入札結果をふまえて、来年度の本委員会で検討することとした」。2021年

度上期の入札については、2MW以上は少ないものの、全体としては回復している。 
54 [金子 2021-a]p.2には BNEF菊間氏の発言として、「今後数年は、太陽光のコストが下げ

止まるなかで、買取価格だけが継続して下がるため、国内太陽光の新設市場は、勢いを失

い、4～5GW程度で推移するでしょう。市場を牽引すべき大規模案件は、入札制度によって

ある種のキャップ（上限枠）がかかっているような状態です。自家消費案件は、政策支援

に頼らずに事業性を確保できますが 1件当たりの開発規模が小さく、野立て型市場を補う

ほどのボリュームにはなりません」と記載されている。また、[エネ庁 2021-d]p.32-p.33

によれば 2021年度上半期について発電コスト（BNEF予測値）13.8円>買取価格 11.5円と

されている。 
55 1.9MW以上 2MW未満の件数が多いことから、事業者は第二種電気主任技術者の選任が不

要な限りで規模の経済を指向していることが読み取れる。また本レポートの範囲外だが、

0.4MW以上 0.5MW未満が多いことから、事業者は使用前自己確認と確認結果の届出が不要

な限りで規模の経済を指向していることが読み取れる。 
56[電気協会 2019]pp.74-100（230-3定期点検）、[JEMA・JPEA2019] pp.65-70、[経産省

2021-d]等に例示されている「月次点検」。 
57 [経産省 2021-b]p.8 では、「新たな評価軸である「事業者の保安力」を適切に評価し、

リスク評価に加え、事業者の保安力に応じた形への規制・制度に見直す。具体的には、他

の産業保安分野等における事業者の保安力の評価手法を参考に、事業者の保安力の評価項

目等を整理するとともに、検査・審査等のあり方を再検討する。」とされている。これを

受けて[経産省 2021-c]p.8 にて、「安全管理審査のうち、特に高度な保守管理を行う事業

者への評価であるシステム Sの要件をベースとしつつ、さらに求めるべき追加的事項を検

討していく」ことが提案された。 
58 [経産省 2021-a]p.20 では 2017年度の調査結果が引用され、「将来的な電気主任技術者

の需給バランスの崩れや地域偏在性が懸念」とされているが、この懸念は現実化してい

る。高圧と第三種電気主任技術者についても同様である。 
59 幣協会の会員へのヒアリングによる。 
60 O&M事業者の第二種電気主任技術者を外部選任することは可能だが、会員ヒアリングに
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よれば、O&M事業者側からすると、有効活用が難しいという。大規模発電事業者で同一地

域に複数の事業所があれば統括行為は可能である。 
61 [PVeye2020] 
62 [PVeye2021]p.3「最新技術やデータ活用で業務改善」 
63 会員ヒアリングによる。 
64 [経産省 2021-a]p.20 によれば外部委託は増加傾向にあり、保安水準の確保・向上、コ

スト低減の点で合理的と考えられる。 
65 発電事業者の努力としては、知識経験のある従業員を雇用して、委託管理能力を高める

ことが考えられる。[BNEF2020-b]p.2によれば、ヨーロッパの「資産所有者は、知識が豊

富な技術スタッフを雇用」することで、「新しい設備における知識…を高め、[契約の]範

囲をスリム化し、より低い価格の交渉を可能にしている」という。 
66 [津野 et al.2020]の「3つの既存モデルの発電シミュレーションの比較」における草地

の記載より。海外のレポートでは以下のとおり幅をもった評価となっており、地域やシス

テム設計、地面の状況等の条件により変わると考えられる。 

出典 片面に比べた発電量の増加率 

[IRENA2019] p.43 5-20% 

[Masson and Kaizuka2020] p.8 最大 15%（一軸追尾式は最大 30-35%） 

[Solar Power Europe2021] p.66 5-30% 

 
67 当協会の会員である EPC業者数社へヒアリングしたところ、受注規模について最低基準

（例：500kW以上）が存在し、1件当たりの規模が小さい場合は複数まとまらないと受注

しないとのことであった。 
68 [REASP2021-a] p.16 
69 [REASP2021-b] 
70 [NEDO2014]p.25,p.58,[NEDO2020]p.17,[RTS2020]p.17,[BNEF2021-d]から作成。 
71 [JWPA2016]報告書 p.34-p.35および[エネ庁 2018-b]p.14に基づき、2015年コスト検証

WG で提供された EXCELシートで割引率を 3%として陸上風力の発電コストを試算したとこ

ろ、[JWPA2016]報告書 p.18記載の値（8-12円）と整合していることを確認できた。 
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